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度量衡器 510,726 424,016 45,313 3,250 38,147
錻力細工 907,617 304,028 197,051 100,276 306,262
農　　具 140,319 18,507 63,623 12,925 45,264




























































































































































































































































































































































































































































































南本町4丁目1番屋敷 大阪銅器（資） 鋳銅 業務担当社員大沢庄兵衛工場：南区難波西円手町
博労町3丁目56番屋敷 井上芳兵衛 錺金物兼引手
博労町2丁目12番屋敷 松井弥助 利器兼大工道具専業
瓦町4丁目126番屋敷 高尾定七 鋳銅兼宣徳 総代
博労町4丁目45番屋敷 万年九平 鋳銑兼琺瑯
唐物町1丁目71番邸 宮崎弥三郎 鋳銑兼琺瑯
















安堂寺橋通2丁目94番屋敷 山中直七 地銅 工場：西区南堀江下通1丁目
安堂寺橋通3丁目28番地 米浪長兵衛 地銅 発起人名義では米浪常七
安堂寺橋通2丁目97番屋敷 佐渡島伊兵衛 地銅
安堂寺橋通4丁目6番邸 川合庄助 黄銅 （日本黄銅㈱専務取締役）
大宝寺町仲ノ丁42番地 吉田定七 黄銅
末吉橋通2丁目31番邸 阪根武兵衛 黄銅 総代
順慶町4丁目106番屋敷 端山治助 黄銅












本庄横道町8番邸（当分） （資）日本金属品製造所 舶来模造品金具 業務担当社員金田滝蔵

































































































































































































































































































小計 別地 移転 別人？
合　計
大阪市
東　区
西　区
南　区
北　区
東成郡
116
115
30
20
41
24
1
（45）
（45）
（13）
（12）
（8）
（12）
（‒）
49
48
17
6
20
5
1
40
39
14
5
18
2
1
7
7
3
‒
1
3
‒
2
2
‒
1
1
‒
‒
注） 個別工場一覧の工場主欄に氏名をみる組合員数。合計欄
（　）内は1904年以前から氏名をみる人数（内数）。移転
とは住所と同一地から途中で別地に移転したもの。別
人？とは組合員と同姓同名の別人の可能性があるもの。
出典）第３表と同一資料および各種個別工場一覧より作成。
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中頃（明治20年代後半）には40工場
程度であったが（第７表）、20世紀に
入る前後（明治30年代）から急速に
増加し始め、1900年代後半（明治40
年代）には急激な拡大がみられた。こ
れは職工数10人未満の工場も記載さ
れるようになったという資料的条件に
よる見かけ上の増加にとどまらず、10
人以上規模自体の増加に加えて、拙稿
でもみたように（中島2001a）、職工
数10人未満、５人未満という零細規模
でも原動力を備えた「工場」が登場
し、急増していった状況を反映したも
のである。大正期に入っても同様の増
加が続き、1920（大正９）年には、職工数10人以上で431工場にとどまるもの
が、職工数３人以上では1,635工場という状況がみられる。こうした機械金属
系の工場の増加は、どのような担い手によって支えられていたのであろうか。
　大阪金物同業組合の1904年時点での加入者および加入対象となる未加入者
合わせて582名のうち、上述した1894年～1920年の個別工場一覧の工場主名と
して名前の挙がっている業
者数を行政区別に整理する
と（第８表）、東成郡の１
名を含めて、全体で116名
を数える（これには個人名
だけでなく、企業組合員の
会社名も含まれる）。これ
は全体の19.9％を占めてお
り、組合発起時の同業者の
うち、５戸に１戸が機械器
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具工場の工場主となったことを示している。区別では南区の41名が最も多く、
次いで東区、北区、西区となっているが、比率でみると、北区の26.1％が最も
高く、逆に南区の18.2％が最も低くなっている。つまり、北区では４戸に１戸
以上の割合で工場主となっているのに対して、南区では5.5戸に１戸の割合に
とどまっている。
　この116名のうち、45名はこの組合が発足する以前の1904年までの個別工場
一覧にその名を認めることができる。この時点までの個別工場一覧ではおおむ
ね職工数10人以上のものが挙げられているため、この45名は同業者のなかで
も比較的経営規模の大きな事業者であったとみることができる。区別にみる
と、南区が８名にとどまっているのに対して、他の区では12～13名を数え、
北区では比較的大規模な業者が多いことがうかがえる一方、南区では小規模な
事業者が多いか、あるいは、商業活動に力点を置く業者が多いことがうかがえ
る。実際、北区には組合員として住友伸銅所や大阪電気分銅、増田などの会社
組織の銅精錬工場が多く10）、ランプ口金（バーナー）製造の三平や大阪金属品
製造所など、職工数規模の大きな工場も立地している。
　一方、加入者名簿に記載の住所と個別工場一覧の工場所在地が異なる業者は
全体で49戸あり、このうち、南区に20戸、東区に17戸を数えて、西区や北区
にはそれほど多くはみられない。この南区や東区の業者は、多くが前章でみた
南区安堂寺橋通や順慶町、東区平野町、備後町、南久宝寺町、博労町など、大
阪中心部の古くからの同業者集中地区を住所としている。この49戸のうち、７
戸は当初加入者名簿の住所であったものが、途中で工場所在地を変更してお
り、創業地から規模拡大や操業条件の有利化のために、工場を移転したものと
みられる。移転先は三島郡や泉北郡、南河内郡など、やや遠方の事例もみられ
るが、多くは1897（明治30）年の第一次市域拡張によって拡大した旧西成郡、
東成郡の大阪市と隣接する町村で、旧東平野町や今宮村、曾根崎村域などがそ
れに当たり（第２図）、市域拡張後の南区難波周辺、東区東部の上町台地、北
区梅田周辺などである。
　こうした展開は、明治後期から大正期にかけての大阪市における機械器具工
場全般の展開と地域的に重なり合っている。参考に拙稿（2001a）で掲げた明
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第３図　大阪市の機械器具工場主の創業年次別町丁別分布（1894年～1911年）
出典）拙稿（2001a、p.108）図４より転載。
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治期における機械器具工場主の町丁別分布図を転載したが（第３図）、とくに
南区難波地区における工場の多くは金属品製造業で、大阪市内の在来の金物製
造業者がこの地区の工場集積においてもかなりの程度意味を有していたことが
わかる。この点は東区や北区でもある程度該当するが、西区九条、西九条地区
の工場集積にはあまり結び付いていない。ここは機械製造業関連が多く、港湾
部の造船業関連の工場等が集積を主導していた。近世期から集積してきた大阪
市中心部での金物関連の同業者集住地も、同一地での工場化が一定程度は見ら
れるものの、それほど顕著なものではなく、明治以降の近代工業化のなかで、
在来の金物同業者集積地自体は工場集積地へとは転換せず、大阪の旧市街地を
取り囲む新市域がその新たな工業化の受け皿となっていたのである。そうした
なかで、大阪金物同業組合創設時の組合員のうち、その２割が機械金属系の工
場主へと転換する一方で、大多数の同業者はそのまま職人的製造を続けるか、
68
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転職廃業するか、他の工場などに雇用される形で工場職工化していくことに
なったと考えることができる。
　他方、第３図で示した明治期機械器具工場主は総数で1,100名を超えており、
このうち金属品製造業が475名、機械製造業が372名であったが、そこに占め
る初期金物同業組合員（在来同業者）は、第８表の116人からみて１割程度の
割合であったことになる。ただし、大阪金物同業組合の対象業種はこれらの機
械器具工場よりも限定的であるため、直接比較することはできないうえ、上述
のように職工として雇用されて工場に入った職人に関して、正確な数はわから
ないものの、無視できる数ではなかったと思われる。すなわち、在来同業者集
団の存在が大阪における機械金属系工業の展開に果たした役割はここに掲げた
数値以上に大きかったと考えなければならない。それでも在来同業者以外から
の参入が相当数存在したこともまた明らかで、他の工場の雇人や職工からの独
立、他業種、他地域からの参入なども想定する必要がある。
５．おわりに
　本稿では、1905年に設立認可された重要物産同業組合である大阪金物同業
組合の設立認可申請関係文書類をもとに、明治後期における金属加工業者の大
阪市内での展開状況を検討し、その業種構成や地域的な分布特性を明らかにし
てきた。そこでは江戸期以来の銅精錬、銅製品製造加工の伝統のうえに、全国
屈指の金属加工同業者集団が形成されていること、その同業者集団が、国内市
場のみならず、日清戦争後のアジア市場や欧米市場を意識した製品販路の確
保・拡大に向けて、粗製濫造や同業者間の過当競争の抑制、市場条件の有利化
を求めて、重要物産同業組合法に基づく同業組合設立を図ってきたことが具体
的に示された。金属系工業の業種特性とすれば、近世期からの伝統を引き継い
で、明治期には銅精錬や銅合金、銅製品関連業種が中心となり、鉄製品や利
器、錫器など多様な金属加工業種が集積している状況も明らかとなった。これ
らの特性は今日にまで引き継がれているものが多い。
　地域的には、江戸期に成立した住友家による銅精錬拠点があった大阪島之内
の東横堀川、西横堀川、長堀川、道頓堀川に囲まれた旧東区から南区にまたが
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る地区に、同業者の大きな集積が認められた。市内の運河水運網が大きな役割
を果たしていたことが分布図からも明らかである。他方、北区にも近世期には
成立していた大阪三郷の一つ天満組の地区内に一定の同業者集団が形成されて
いることもわかった。
　つぎに、こうした在来の金属加工同業者集団の業種特性や地域特性が、明治
後期以降により明瞭化してくる近代工業化過程での機械金属系工業の展開に際
して、どの程度工場の立地展開に関わったのかを検討した。具体的には設立認
可申請書に含まれている組合加入者名簿（同時点での未加入者名簿を含めて）
の同業者名と個別工場一覧に記載をみる機械器具工場の工場主名を照合した結
果、大阪金物同業組合設立時の組合員のうち、２割程度が工場主へ転化したと
確認でき、大阪における機械金属系工業の近代化に同業者集団が大きな役割を
果たしていたことが明らかとなった。他方、当時の機械器具工場の工場主に占
める同業組合設立当初の組合員の割合は、ほぼ１割程度ではないかと推定され
た。すなわち、近世期以来の伝統を受け継いできたとみられる金属品、金属加
工の同業者集団は、そのうちの２割程度が近代的金属品工場経営者層へと系譜
的に繋がるものの、全体として近代的な金属品工場主への転化が多数派でない
ことが、明らかとなった。２割の結び付きは決して小さな数ではないが、在来
同業者集団と近代的工場経営者層との間には、系譜的にはかなり大きなずれが
あったことも明らかである。ただし、これは工場主への転化部分のみであっ
て、工場職工として関わっていくものについては正確な数は明示しえていな
い。こうした点の解明はなお今後の検討課題である。
　これに加えて、今後は近代的機械金属系工場の経営者層の系譜をさらに解明
する必要がある。その一環として、大阪の金属加工業の伝統形成と近代化に果
たした主導的な存在である住友家に関わる事業所（住友伸銅所など）の展開が
持つ意味や、造幣局、大阪砲兵工廠といった官営工場と機械金属系の工場展開
との関係、金属系の他の同業組合資料の検討などが課題として上げられよう。
これらの検討は、単に大阪の工業化にとどまらず、日本における機械金属系工
業の近代化がどのように進展し、それが地域的な工業集積形成にどのように関
わっていくことになるのかの解明に繋がるものでもある。
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注
１） 明治期の工業分類については、1909（明治42）年の『工場統計表』で用いられている
区分によって、機械器具工場に含まれる機械製造業、船舶車両製造業、器具製造業、金属
品製造業の４業種が本稿での対象となる。ここで取り上げる大阪金物同業組合の加入対象
は、上記の金属品製造業には限られず、機械部品や車両部品の「金物」製造業者を含むた
め、当時の統計分類上の機械器具工場全体をみる必要があるためである。ただし、対象の
主眼が「金属」であることに変わりはないため、本稿での表記上は「金属系工業」を中心
に用い、業種的により広い範囲を指す場合には「機械金属系工業」を、また、工場自体や
工場主を対象とする場合には「機械器具工場」を用いることを原則とする。その場合、
「金属系工業」には金属精錬業、金属品工業、刃物などの利器製造（器具製造業）を含ん
でいる。
２） 重要物産同業組合法の前身は、1897（明治30）年に制定された重要輸出品同業組合法
（明治30年法律第47号）であり、重要物産同業組合法の成立によって、1900年に廃止され
ている。国内産品の輸出振興を図るために、国内産業の生産・販売体制を強化する政策の
一環とみてよいだろう。
３） このほかに商務局主管の大阪古鉄商同業組合があるが、古鉄売買業者の組合で製造には
関わっていない。
４） 重要物産同業組合以外にも、農商工準則組合、酒造組合、茶業組合、水産組合などがあ
り、それらの組合関連資料も一部含まれているほか、工業会社の設立申請関係資料も残さ
れているものがある。
５） 大阪市が編纂した『明治大正大阪市史』は全８巻からなり、1933（昭和８）年から
1935（昭和10）年にかけて、日本評論社より順次刊行された。このほかに、『明治大正大
阪市史紀要』が1929（昭和４）年から1932（昭和７）年にかけて、50号まで刊行されて
いる。
６） これらの中には明治大正期に結果的には設立に至らなかったとみられる組合のものも含
まれている。
７） ただし、翌1904年２月17日付の上申書で、東成郡のうち、安立町、住吉村、墨江村、
敷津村、西成郡のうち、粉浜村の町村を除外している。これは、これらの町村の当該業者
が実態としては堺市の同業者集団との一体性が強かったため、同時期に設立される堺利器
同業組合の管轄地区に含まれることで、両同業組合間の調整が行われた結果である。
８） たとえば、発起人総代の阪根武兵衛については、「代々黄銅業ニシテ当代武兵衛ニ至ッ
テ白銅ノ合金法ヲ自覚シ内地ニ於テ白銅地金ノ開始者タリ現ニ当仲間取締ニシテ日本黄銅
株式会社ノ取締役ナリ信用厚ク位置名望最モ高シ」、高尾定七については、嶋佐兵衛との
併記で「数十年来ノ鋳銅業ニシテ販路ヲ欧米各地ニ拡張シ斯業中ノ豪商ニシテ両名共当仲
間議員タリ信用位置共ニ高シ」との記載がある。
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９）ここで利用している個別工場一覧は、調査年次でみて1902年、1904年、1907年、1909
年、1916年、1918年～1920年が『工場通覧』、1894年～1896年が『大阪府農工商統計年
報』、1897年と1901年～1906年が『大阪府統計書』、1899年、1900年は『大阪府諸会社銀
行及工場表』、1907年～1909年と1911年が『大阪府下会社組合工場一覧』、1912年、1913
年、1915年（1917年）が『大阪府下組合会社銀行市場工場実業団体一覧』、1918年（1920
年）が『大阪府下商工業者一覧』である。カッコ内は判明分修正の年次であり、資料的に
はカッコ内の年次として扱っている。資料が重複している年次は原則として『工場通覧』
を優先するが、前後の年次との齟齬のなさも考慮している。なお、1898年、1910年、
1914年、1915年の４ヶ年分については該当する資料が得られない。
10）住友伸銅所など、明治大正期の大阪における有力な製銅事業者については、産業新聞社
編（2008）でも触れられている。
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